
 

会社法の改正に伴う自主規制規則の一部改正について 

                   日証協 平成 27年４月 21日      

 

平成 27 年５月１日に施行される「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90

号）により、株式等売渡請求制度及び監査等委員会設置会社制度が創設されることなどに

伴い、自主規制規則の一部改正を行った。 

 

本規則改正は、平成 27年５月１日から施行する。 

本規則改正の趣旨骨子及び新旧対照表は、以下のとおりである。 
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会社法の改正に伴う自主規制規則の一部改正について 

 

平成 27 年４月 21 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

１．改正の趣旨 

 平成 27 年５月１日に施行される「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90

号）により、株式等売渡請求制度及び監査等委員会設置会社制度が創設されることなどに伴

い、自主規制規則の一部改正を行うこととする。 

 

２．改正の骨子 

(１) 「グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄に関する規則」（以下「規則」という。）

及び「グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄の発行会社等における会社情報等の本協

会への報告に関する細則」（以下「細則」という。）の一部改正 

① 株式等売渡請求について、次の場合には、遅滞なく、本協会に報告（開示）しなけれ

ばならないこととする。 

イ 特別支配株主が発行会社に係る株式等売渡請求を行うことについての決定をした事

実又は当該特別支配株主が当該決定に係る株式等売渡請求を行わないことを決定した

事実が発生した場合 

（細則別表Ⅰ．「報告事象欄」２(14)の２） 

ロ 発行会社が株式等売渡請求に係る承認又は不承認についての決定をした場合 

（細則別表Ⅰ．「報告事象欄」１(40)） 

 

② 発行会社が全部取得条項付種類株式の全部の取得についての決定をした場合には、遅

滞なく、本協会に報告（開示）しなければならないこととする。 

（細則別表Ⅰ．「報告事象欄」１(39)） 

 

③ 特別支配株主がグリーンシート銘柄等に係る株式の全部を取得する場合には、当該グ

リーンシート銘柄等の指定取消事由に該当することとする。 

（規則第 36 条第５項第 10 号の２） 

 

(２) その他 

○ 「委員会設置会社」を「指名委員会等設置会社」に改めるほか、会社の機関として監

査等委員会設置会社が加わることに伴う規定の整備など、会社法の改正に伴う所要の規

定の整備を行う。 

（「有価証券の引受け等に関する規則」に関する細則、「株券等の募集等の引受け等に

係る顧客への配分に関する規則」、「協会員の内部管理責任者等に関する規則」に関す

る細則等） 
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３．施行の時期 

 この改正は、平成 27年５月１日から施行する。 

以  上 

 

 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先 

・ グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄に関する規則 

・ グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄の発行会社等における会社情報等の本協会へ

の報告に関する細則 

    … エクイティ市場部（市場監理担当）（Tel：03－3667－8481） 

・ 「有価証券の引受け等に関する規則」に関する細則 

・ 株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に関する規則 

    … エクイティ市場部（企画担当）（Tel：03－3667－8647） 

・ 「協会員の内部管理責任者等に関する規則」に関する細則 

    … 規律審査部（Tel：03－3667－8475） 
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「グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄に関する規則」の一部改正について 

 

平成 27 年４月 21 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

  

（取扱会員としての指定の取消し） （取扱会員としての指定の取消し） 

第 36 条 （ 現行どおり ） 第 36 条 （ 省   略 ） 

２～４  （ 現行どおり ） ２～４  （ 省   略 ） 

５ グリーンシート銘柄等が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、本協会は、第

１項の届出によらずに、当該銘柄のすべ

ての取扱会員としての指定を取り消すこ

とができる。 

５ グリーンシート銘柄等が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、本協会は、第

１項の届出によらずに、当該銘柄のすべ

ての取扱会員としての指定を取り消すこ

とができる。 

１～10 （ 現行どおり ） １～10 （ 省   略 ） 

10の２ 株式等売渡請求（会社法第179条

の３第１項に規定する株式等売渡請求

をいう。）による取得 

 特別支配株主（会社法第179条第１項

に規定する特別支配株主をいう。）がグ

リーンシート銘柄等の発行会社の当該

銘柄に係る株式の全部を取得する場合 

（ 新   設 ） 

11～14 （ 現行どおり ） 11～14 （ 省   略 ） 

６～８  （ 現行どおり ） ６～８  （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

 この改正は、平成 27 年５月１日から施行

する。 

 

  

 

参考様式 １ 
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「グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄の発行会社等における会社情報等の本協会への報告に関する細則」の一部改正について 

 

平成 2 7 年４月 2 1 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

  

別 表 別 表 

Ⅰ．エマージング又はオーディナリーとして区分したグリーンシート

銘柄及びフェニックス銘柄 

 第３条及び第４条に規定する別表に掲げるものは、次の報告事象

欄に掲げる事象である。ただし、投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとしてそれぞれの事象について軽微基準欄に掲げる基準

に該当する場合における当該報告事象欄に掲げる事象を除く。 

Ⅰ．エマージング又はオーディナリーとして区分したグリーンシート

銘柄及びフェニックス銘柄 

 第３条及び第４条に規定する別表に掲げるものは、次の報告事象

欄に掲げる事象である。ただし、投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとしてそれぞれの事象について軽微基準欄に掲げる基準

に該当する場合における当該報告事象欄に掲げる事象を除く。 

 報告事象欄 軽微基準欄   報告事象欄 軽微基準欄  

 １ 発行会社の業務執行を決

定する機関が、次に掲げる事

項を行うことについての決

定をした場合（当該決定に係

る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

   １ 発行会社の業務執行を決

定する機関が、次に掲げる事

項を行うことについての決

定をした場合（当該決定に係

る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

  

 ⑴～(38) （ 現行どおり ）    ⑴～(38) （ 省   略 ）   

 (39) 全部取得条項付種類株

式（会社法第171条第１項に

規定する全部取得条項付種

類株式をいう。）の全部の

取得 

   （ 新   設 ）   

 (40) 株式等売渡請求（会社法

第179条の３第１項に規定

する株式等売渡請求をい

う。以下同じ。）に係る承

認又は不承認 

   （ 新   設 ）   

 (41) ⑴から(40)までに掲げる

事項のほか、当該発行会社

の運営、業務若しくは財産

又は当該グリーンシート銘

柄等に関する重要な事項で

あって投資者の投資判断に

著しい影響を及ぼすもの 

   (39) ⑴から(38)までに掲げる

事項のほか、当該発行会社

の運営、業務若しくは財産

又は当該グリーンシート

銘柄等に関する重要な事

項であって投資者の投資

判断に著しい影響を及ぼ

すもの 

  

 ２ 次に掲げる事実が発生し

た場合 

   ２ 次に掲げる事実が発生し

た場合 

  

 ⑴～⒁ （ 現行どおり ）    ⑴～⒁ （ 省   略 ）   

 ⒁の２ 特別支配株主（会社

法第179条第１項に規定す

る特別支配株主をいい、当

該特別支配株主が法人であ

るときは、その業務執行を

決定する機関をいう。）が

当該発行会社に係る株式等

売渡請求を行うことについ

ての決定をしたこと又は当

該特別支配株主が当該決定

（公表がされた（金商法第

166条第４項に規定する公

表がされたをいう。）もの

に限る。）に係る株式等売

渡請求を行わないことを決

定したこと。 

   （ 新   設 ）   

 ⒂～(26) （ 現行どおり ）    ⒂～(26) （ 省   略 ）   

 ３ （ 現行どおり ）    ３ （ 省   略 ）   

 ４ 当該発行会社の事業年度

若しくは中間会計期間又は

   ４ 当該発行会社の事業年度

若しくは中間会計期間又は
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新 旧 

  

連結会計年度若しくは中間

連結会計期間に係る決算の

内容が定まった場合。なお、

事業年度に係る決算の内容

を開示するとき、当該発行会

社のコーポレート・ガバナン

スに関する基本的な考え方

及びその施策の実施状況（次

の⑴から⑷までに掲げる事

項をいう。）について、併せ

て開示しなければならない。 

連結会計年度若しくは中間

連結会計期間に係る決算の

内容が定まった場合。なお、

事業年度に係る決算の内容

を開示するとき、当該発行会

社のコーポレート・ガバナン

スに関する基本的な考え方

及びその施策の実施状況（次

の⑴から⑷までに掲げる事

項をいう。）について、併せ

て開示しなければならない。 

 ⑴ （ 現行どおり ）    ⑴ （ 省   略 ）   

 ⑵ 当該発行会社と当該発

行会社の社外取締役（会社

法第２条第15号に規定する

社外取締役をいう。）及び

社外監査役（会社法第２条

第16号に規定する社外監査

役をいう。）の人的関係、

資本的関係又は取引関係そ

の他の利害関係の概要 

   ⑵ 当該発行会社と当該発

行会社の社外取締役（会社

法第911条第３項第21号ハ

に規定する社外取締役を

いう。）及び社外監査役（会

社法第335条第３項に規定

する社外監査役をいう。）

の人的関係、資本的関係又

は取引関係その他の利害

関係の概要 

  

 ⑶・⑷ （ 現行どおり ）    ⑶・⑷ （ 省   略 ）   

 ５～11 （ 現行どおり ）    ５～11 （ 省   略 ）   

  

付   則  

  

 この改正は、平成 27 年５月１日から施行する。  
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「『有価証券の引受け等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

 

平 成 27 年 ４ 月 21 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

  

（新規公開における引受審査項目の細目） （新規公開における引受審査項目の細目） 

第 ９ 条 規則第 16 条第２項に規定する株

券、優先出資証券及び外国株信託受益証券

の新規公開において行う募集又は売出しに

際して引受けを行う場合における引受審査

項目の細目は、それぞれ各号に掲げるとお

りとする。 

第 ９ 条 規則第 16 条第２項に規定する株

券、優先出資証券及び外国株信託受益証券

の新規公開において行う募集又は売出しに

際して引受けを行う場合における引受審査

項目の細目は、それぞれ各号に掲げるとお

りとする。 

１～３  （ 現行どおり ） １～３  （ 省   略 ） 

４ コーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の状況 

４ コーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の状況 

イ   （ 現行どおり ） イ   （ 省   略 ） 

ロ 代表取締役、取締役及び取締役会の

責任遂行（指名委員会等設置会社の場

合には、代表執行役及び執行役等の責

任遂行をいう。）の状況 

ロ 代表取締役、取締役及び取締役会の

責任遂行（委員会設置会社の場合に

は、代表執行役及び執行役等の責任遂

行をいう。）の状況 

ハ 監査役及び監査役会の責任遂行並び

に内部監査機能（指名委員会等設置会

社の場合には、取締役会、指名委員

会、報酬委員会及び監査委員会の責任

遂行並びに内部監査機能をいい、監査

等委員会設置会社の場合には、監査等

委員会の責任遂行及び内部監査機能を

いう。）の状況 

ハ 監査役及び監査役会の責任遂行並び

に内部監査機能（委員会設置会社の場

合には、取締役会、指名委員会、報酬

委員会及び監査委員会の責任遂行並び

に内部監査機能をいう。）の状況 

ニ   （ 現行どおり ） ニ   （ 省   略 ） 

５～８  （ 現行どおり ） ５～８  （ 省   略 ） 

２ 規則第 16 条第２項に規定する不動産投

資信託証券（金商法第２条第１項第 11 号

に掲げる投資証券であるものに限る。以下

この条及び次条において同じ。）の新規公

開に際して引受けを行う場合における引受

審査項目の細目は、それぞれ各号に掲げる

とおりとする。 

２ 規則第 16 条第２項に規定する不動産投

資信託証券（金商法第２条第１項第 11 号

に掲げる投資証券であるものに限る。以下

この条及び次条において同じ。）の新規公

開に際して引受けを行う場合における引受

審査項目の細目は、それぞれ各号に掲げる

とおりとする。 

１・２  （ 現行どおり ） １・２  （ 省   略 ） 

３ コーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の状況 

３ コーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の状況 

イ 投資法人の執行役員及び資産運用会

社の代表取締役、取締役及び取締役会

の責任遂行（指名委員会等設置会社の

場合には、代表執行役及び執行役等の

責任遂行をいう。）の状況 

イ 投資法人の執行役員及び資産運用会

社の代表取締役、取締役及び取締役会

の責任遂行（委員会設置会社の場合に

は、代表執行役及び執行役等の責任遂

行をいう。）の状況 

ロ 投資法人の監督役員及び資産運用会 ロ 投資法人の監督役員及び資産運用会
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新 旧 

  

社の監査役及び監査役会の責任遂行並

びに内部監査機能（指名委員会等設置

会社の場合には、取締役会、指名委員

会、報酬委員会及び監査委員会の責任

遂行並びに内部監査機能をいい、監査

等委員会設置会社の場合には、監査等

委員会の責任遂行及び内部監査機能を

いう。）の状況 

社の監査役及び監査役会の責任遂行並

びに内部監査機能（委員会設置会社の

場合には、取締役会、指名委員会、報

酬委員会及び監査委員会の責任遂行並

びに内部監査機能をいう。）の状況 

ハ   （ 現行どおり ） ハ   （ 省   略 ） 

４～６  （ 現行どおり ） ４～６  （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、平成 27 年５月１日から施行

する。 
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「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に関する規則」の一部改正について 

 

平 成 27 年 ４ 月 21 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

  

（配分先情報に係る顧客） （配分先情報に係る顧客） 

第 ５ 条  （ 現行どおり ） 第 ５ 条  （ 省   略 ） 

２ 主幹事会員（主幹事会員が２社以上あ

る場合は、そのうち代表する１社（以下

この章において「代表主幹事会員」とい

う。）。以下この章において同じ。）は、前

項第１号の顧客を定め、募集又は売出し

に係る取締役会決議（指名委員会等設置

会社にあっては、執行役の決定を含み、

監査等委員会設置会社にあっては、取締

役の決定を含む。）が行われた後、遅滞な

く、当該顧客の名称を他の引受会員（引

受規則第２条第 10 号に規定する他の引受

会員をいい、主幹事会員が２社以上ある

場合は代表主幹事会員以外の主幹事会員

を含む。以下この章において同じ。）に通

知するとともに、所定の様式により本協

会に届け出なければならない。 

２ 主幹事会員（主幹事会員が２社以上あ

る場合は、そのうち代表する１社（以下

この章において「代表主幹事会員」とい

う。）。以下この章において同じ。）は、前

項第１号の顧客を定め、募集又は売出し

に係る取締役会決議（委員会設置会社に

あっては、執行役の決定を含む。）が行わ

れた後、遅滞なく、当該顧客の名称を他

の引受会員（引受規則第２条第 10 号に規

定する他の引受会員をいい、主幹事会員

が２社以上ある場合は代表主幹事会員以

外の主幹事会員を含む。以下この章にお

いて同じ。）に通知するとともに、所定の

様式により本協会に届け出なければなら

ない。 

  

付   則  

  

この改正は、平成 27 年５月１日から施行

する。 
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「『協会員の内部管理責任者等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

 

平成 27 年４月 21 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

  

（内部管理統括責任者の資格要件の特例） 

第 ２ 条 （ 現行どおり ） 

（内部管理統括責任者の資格要件の特例） 

第 ２ 条 （ 省   略 ） 

２ 前項の規定は、指名委員会等設置会社の

内部管理統括責任者の任命については、

「取締役」とあるのは「執行役」、「代表取

締役」とあるのは「代表執行役」、「役付取

締役」とあるのは「役付執行役」、「取締役

会」とあるのは「執行役会」とそれぞれ読

み替えて準用する。 

２ 前項の規定は、委員会設置会社の内部管

理統括責任者の任命については、「取締役」

とあるのは「執行役」、「代表取締役」とあ

るのは「代表執行役」、「役付取締役」とあ

るのは「役付執行役」、「取締役会」とある

のは「執行役会」とそれぞれ読み替えて準

用する。 

３・４  （ 現行どおり ） ３・４  （ 省 略 ） 

  

付   則 

 

この改正は、平成 27 年５月１日から施行

する。 
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